
原子力サプライヤが活用できる支援施策集

令和5年9月22日時点

経済産業省

【令和4年度補正予算、令和5年度予算・税制を中心に掲載】



⚫ 人材育成・確保支援、部品・素材の供給途絶対策、事業承継支援など、地方経済産業局等と
連携し、サプライチェーン全般に対する支援態勢を構築。

⚫ 次世代革新炉の開発・建設が進む場合にも、サプライヤが実際に製品調達・ものづくり等の機会
を得るまでには相当程度の期間を要することも踏まえ、関連企業の技術・人材の維持に向け、
海外市場機会の獲得を官民で支援していく。

サプライチェーン強化の枠組み 支援策の概要

◼ 産学官の人材育成体制を拡充し、大学・高専と連携したものづくり
現場のスキル習得を進め、原子力サプライヤの講座への参加を支援

① 戦略的な原子力人材の育成・確保

◼ 地方局との連携も通じ、政府が提供する補助金・税制・金融等の
経営支援ツールの活用を促進

② 部品・素材の供給途絶対策、事業承継

◼ 国内サプライヤの実績や技術的な強みを発信する機会・ツールを
積極的に企画・開発し、日本企業による海外展開を支援

③ 海外PJへの参画支援

原子力サプライチェーンプラットフォーム（NSCP）

～Nuclear Supply Chain Platform～

人材育成・確保
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原子力産業基盤強化事業 13億円（12億円）令和５年度予算額

次の要件を満たす民間団体等

・日本に拠点を有していること。（民間企業の場合は日本
法人を有していること。コンソーシアム形式による申請の場
合は幹事者が日本に拠点を有していること。）

・本事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。
・本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、
かつ、資金等について十分な管理能力を有していること。等

⚫ 支援対象

⚫ 公募申請受付期間 ⇒ 令和5年度募集終了。
令和6年度も事業実施予定。

⚫ 問い合わせ先:
特定非営利活動法人 地球と未来の環境基金（EFF）

⚫ 公募・申込・問合せ

（原子力産業基盤強化事業のうち、サプライチェーン強化事業）

世界トップクラスの技術力や経験・実績を有している国内プラント
メーカー・サプライヤー等による原子力関連機器・サービスの安全
性や信頼性向上に資する技術開発や、事業撤退を余儀なくさ
れる事業の継承、製造プロセスにおけるデジタル化の促進等を
支援します。加えて、持続可能な原子力産業基盤の実現に向
けた課題の検討に複数の事業者が連携して取り組むことを促進
することで、原子力の安全性や信頼性を支えるサプライチェーン
を強化します。

⚫ 支援概要

⚫ 詳細情報

国 民間事業者民間事業者

補助
（10/10）

補助
（1/2）

➢ 供給途絶リスクのある素材・部品の製造技術・事業の
代替サプライヤへの継承

➢ デジタル技術の活用等による現場の製造ノウハウの
高度化・技能継承

➢ 海外市場獲得を狙うサプライヤの海外規格の取得

事業支援例

令和５年度原子力産業基盤強化事業
（jGrants（Jグランツ）事業概要ページ）

詳細はこちら

補助上限；3億円

https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000007Cu6KEAS?fromList=true
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副業・兼業支援補助金

日本国内で事業を営む法人又は個人

類型A 副業・兼業送り出し型
自社の従業員が他の企業等での就業等を行うことを認めるた
めの環境整備を行うものであって、要件を満たすものであること。

類型B 副業・兼業受け入れ型
他の企業等（自社との間に独立性が認められない企業等を
除く。）において雇用契約又は業務委託契約に基づき就業
している個人と新たに雇用契約又は業務委託契約を締結し
た上で、同契約に基づき、当該個人が当該他の企業等での
就業を継続している状態のまま、自社の業務に就業させるも
のであって、要件を満たすものであること。

⚫ 支援対象

第3次公募
令和5年９月8日（金）～9月29日（金）18:00必着

副業・兼業支援補助事業 事務局（ランドブレイン株式会社）
TEL:050-3504-6598
E-mail：fukugyo-kengyo-hojo@landbrains.co.jp

⚫ 支援概要

副業・兼業支援補助金 公募サイト

令和４年度補正予算額 43億円

企業等が副業・兼業に人材を送り出すため、または副業・兼業の
人材を受け入れるために要する費用について、本事業を通じてそ
の経費の一部を助成し、費用負担を軽減することで、副業・兼業
を促進し、もって企業間・産業間の労働移動の円滑化を図ること
を目的としています。

⚫ 詳細情報⚫ 公募・申込・問合せ

詳細はこちら

https://www.fukugyo-kengyo-hojo.jp/
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人材開発支援助成金（厚生労働省）

雇用保険適用事業主

⚫ 支援対象⚫ 支援概要

人材開発支援助成金
のページ（厚労省）

雇用する労働者に対して、職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職
業訓練等を計画に沿って実施した場合等に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を
助成します。

658億円（698億円）令和５年度予算額

⚫ 詳細情報

各都道府県別の雇用
関係各種給付金申請
等受付窓口

詳細はこちら

詳細はこちら

うち、人への投資促進コース及び事業展開等リスキリング支援コース 505億円（504億円）

⚫ 公募・申込・問合せ

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html


① 65歳以上の年齢への定年引上げや定年の定めの廃止する事業主に対して助成します。
② 希望者全員を66歳以上の年齢まで継続雇用する制度を導入する事業主に対して助成します。
③ 他社による継続雇用制度の導入を行う送出し事業主が、受入れ事業主の就業規則改正等に必要な経費を全て負担した場合、

送出し事業主に対して要した経費の1/2を助成します。 等

【助成額】 当該措置の内容や定年等の年齢の引上げ幅、60歳以上の雇用保険被保険者数に応じて以下の額を支給
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65歳超雇用推進助成金（厚生労働省）

雇用保険適用事業主

⚫ 支援対象

高齢・障害・求職者雇用支援機構
都道府県支部高齢・障害者業務課
（東京支部、大阪支部は高齢・障
害者窓口サービス課）

⚫ 支援概要

65歳超雇用推進助成金
のページ（厚労省）

34億円（39億円）令和５年度予算額

⚫ 詳細情報

詳細はこちら 詳細はこちら

⚫ 公募・申込・問合せ

https://www.jeed.go.jp/location/shibu/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html


事業承継・引継ぎ補助金

中小企業等

⚫ ７次公募：令和５ 年 9 月 15 日より Web サイトにて
公募要領等を開示

（経営革新事業、廃業・再チャレンジ事業）
（専門家活用事業）

⚫ 事業承継・引継ぎ補助金事務局
経営革新 TEL 050-3000-3550
専門家活用／廃業チャレンジ TEL 050-3000-3551
受付時間 10:00～12:00、13:00～17:00

（土・日・祝日を除く）

⚫ 支援概要

令和4年度補正予算「事業承継・引継ぎ
補助金 7次公募～」WEBサイト

令和４年度補正予算額

※国庫債務負担含め総額4,000億円の内数

①経営革新事業
事業承継・M&A後の経営革新（設備投資・販路開拓等）に係る費用

を補助します。
◎創業支援型

（他の事業者が保有している経営資源を引き継いで創業した場合）

◎経営者交代型
（親族内承継等により経営資源を引き継いだ場合(後継者が引き継ぎ予定の場合を含む））

◎M&A型
（M&A（株式譲渡、事業譲渡等）により経営資源を引き継いだ場合）

【補助率】1/2又は2/3 【補助上限】600万円又は800万円＊
*一定の賃上げを実施する場合、補助上限を800万円に引き上げ

②専門家活用事業
M&A時の専門家活用に係る費用（フィナンシャル・アドバイザーや仲介に

係る費用[注]、デューディリジェンス、セカンドオピニオン、表明保証保険料
等）を補助します。
[注] FA・仲介費用については、「M&A支援機関登録制度」に登録されたFA・仲介業者による支

援に係る費用だけが補助対象

◎買い手支援型
（M&Aに伴い経営資源を譲り受ける予定の中小企業等）

◎売り手支援型
（M&Aに伴い自社が有する経営資源を譲り渡す予定の中小企業等）

【補助率】1/2又は2/3    【補助上限】600万円（M&Aが未成約の場合300万円）

③廃業・再チャレンジ事業
事業承継・M&Aに伴う廃業等に係る費用（原状回復費・在庫処分費

等）を補助します。（経営革新事業もしくは専門家活用事業との併用が可能）

【補助率】1/2又は2/3 【補助上限】150万円 詳細はこちら

（生産性革命推進事業）

2,000億円の内数

⚫ 支援対象

⚫ 公募・申込・問合せ

⚫ 詳細情報

7

https://jsh.go.jp/r5h/
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事業承継・引継ぎ支援センター

中小企業等

⚫ 支援対象

各都道府県の事業承継・引継ぎ
支援センター

⚫ 支援概要

事業承継・引継ぎ支援ポータルサイト

事業承継の悩みや後継者不在の悩みを抱える中小企業等に対
して、事業承継計画の策定支援、専門家派遣、マッチング支援
等を行います。

以下の支援を無料で実施します。※

○事業承継・引継ぎ（親族内・第三者）に関する御相談
○事業承継診断による事業承継・引継ぎに向けた課題の抽出
○事業承継を進めるための事業承継計画の策定
○事業引継ぎにおける譲受／譲渡企業を見つけるための

マッチング支援
○経営者保証解除に向けた専門家支援 など

※一部地域では支援内容が異なります。また、専門家派遣に
よる支援等を実施する場合には費用負担が発生することが
あります。

⚫ 詳細情報

詳細はこちら

詳細はこちら

⚫ 公募・申込・問合せ

https://shoukei.smrj.go.jp/#counseling_counter
https://shoukei.smrj.go.jp/


ものづくり補助金総合サイト
・公募要領
・スケジュール
・電子申請
・採択結果
・補助事業の手引き
・成果事例のご紹介
・データポータル
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ものづくり補助金

⚫ 支援概要

令和４年度補正予算額

革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス等の改善に必要な設備投資
等を支援します。

※国庫債務負担含め総額4,000億円の内数

中小企業、小規模事業者等

⚫ 支援対象

⚫ 1６次〆切り：令和5年11月7日(火) 17時
⚫ 令和4年度補正～令和6年度にかけて、

切れ目なく実施
⚫ ものづくり補助金事務局サポートセンター

TEL 050-8880-4053
受付時間 10:00～17:00（土日祝日除く）

⚫ 詳細情報

詳細はこちら

申請類型 補助上限
※従業員規模により異なる

補助率

通常枠
革新的な製品・サービス開発又は生産プロセス・サービ
ス提供方法の改善に必要な設備・システム投資等を
支援

750万円～1,250万円

1/2
2/3(小規

模・再生事業
者)

回復型賃上げ・雇用拡大枠
業況が厳しい事業者※が賃上げ・雇用拡大に取り組
むための革新的な製品・サービス開発又は生産プロセ
ス・サービス提供方法の改善に必要な設備・システム投
資等を支援。
※前年度の事業年度の課税所得がゼロである事業者

に限る。

750万円～1,250万円 2/3

デジタル枠
DXに資する革新的な製品・サービス開発又は生産プ
ロセス・サービス提供方法の改善による生産性向上に
必要な設備・システム投資等を支援。

750万円～1,250万円 2/3

グリーン枠
温室効果ガスの排出削減に資する取組に応じ、革新
的な製品・サービス開発又は炭素生産性向上を伴う
生産プロセス・サービス提供方法の改善による生産性
向上に必要な設備・システム投資等を支援。

【エントリー】
750万円～1,250万円
【スタンドード】
1,000万円～2,000万円
【アドバンス】
2,000万円～4.000万円

2/3

グローバル展開枠はP.28を参照

【大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例】
補助事業終了後、3～5年で大幅な賃上げに取り組む事業者に対し、上記枠の補助上限を
100～1,000万円、更に上乗せ。（回復型賃上げ・雇用拡大枠などは除く）

⚫ 公募・申込・問合せ

（生産性革命推進事業）

2,000億円の内数

https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://portal.monodukuri-hojo.jp/


中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やＤＸ、サイバーセキュリティ対策等のためのITツール
（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援します。

IT 導入補助金2023
事務局HP
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IT導入補助金

⚫ 支援概要

令和４年度補正予算額

※国庫債務負担含め総額4,000億円の内数

中小企業等

⚫ 支援対象

⚫ 交付申請の受付を順次行うため、スケジュールは事務局
HP にてご確認ください。

⚫ サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンター
TEL 0570-666-424
受付時間 9:30～17:30（土・日・祝日を除く）

⚫ 詳細情報

申請類型 補助上限 補助率

通常枠

A類型
（業務プロセス1種類以上）

5万円～150万円未満

1/2以内
B類型

（業務プロセス4種類以上）
150万円～450万円以下

デジタル化基盤導入枠
（インボイス対応に
活用可能！）

デジタル基盤導入
類型

【会計・受発注・決済・ECソフト】：
①50万円以下、②50万円超～350万円
【PC・タブレット等】：～10万円
【レジ・発売機】：～20万円

【会計・受発注・決済・ECソフト】：
①3/4以内、②2/3以内
【PC・タブレット等】：1/2以内
【レジ・発売機】：1/2以内

複数社連携IT導入
類型

(1)  デジタル化基盤導入類型の対象経費（上記同様）
(2) 消費動向等分析経費（上記(1)以外の経費）:

50万円×参画事業者数
補助上限：(1)+(2)で3,000万円

(3) 事務費・専門家費
補助上限：200万円

(1)  デジタル化基盤導入類型と同様
(2)・(3)  2/3以内

セキュリティ対策推進枠 5万円～100万円 1/2以内

詳細はこちら

⚫ 公募・申込・問合せ

（生産性革命推進事業）

2,000億円の内数

https://it-shien.smrj.go.jp/


事業再構築補助金事務局
ホームページ
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事業再構築補助金

⚫ 支援概要

令和４年度補正予算額

大胆な賃上げや、グリーンを含む成長分野への再構築・規模拡大に取り組む
事業者、市場規模が縮小する業種・業態等からの転換を図る事業者、新型
コロナ・物価高騰等により業況が厳しい事業者を支援します。

5,800億円

中堅企業、中小企業等

⚫ 支援対象

⚫ 第11回公募〆切。令和5年10月6日(金)
18時

※サプライチェーン強靱化枠につきましては、第11回では公募がありません

（令和5年度末までに第10回11回公募を含め
年3回程度の公募を予定）

※サプライチェーン強靱化枠は、第10回公募を含め年1～2回程度公募予定

⚫ 事業再構築補助金事務局コールセンター
ナビダイヤル 0570-012-088
IP電話用 03-4216-4080
受付時間 9:00～18:00（日祝は除く）

⚫ 詳細情報

申請類型 補助上限
※従業員規模により異なる

補助率

成長枠
（成長分野への大胆な事業再構築に取り組む事業
者向け）

2,000万円、4,000万円、
5,000万円、7,000万円

中小1/2
中堅1/3

グリーン成長枠
（研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、
グリーン成長戦略「実行計画」14分野の課題の解決
に資する取組を行う事業者向け）

＜エントリー＞
中小:4,000万円、6,000万円、
8,000万円 中堅:1億円
＜スタンダード＞
中小:1億円 中堅:1.5億円

中小1/2
中堅1/3

産業構造転換枠
（国内市場縮小等の構造的な課題に直面している
業種・業態の事業者向け）

2,000万円、4,000万円、
5,000万円、7,000万円
*廃業を伴う場合、2,000万円上乗せ

中小2/3
中堅1/2

サプライチェーン強靱化枠
（海外で製造する部品等の国内回帰を進め、国内サ
プライチェーンの強靱化及び地域産業の活性化に資す
る取組を行う事業者向け）

最大5億円
中小1/2
中堅1/3

物価高騰対策・回復再生応援枠
（業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む事業
者向け）

1,000万円、1,500万円、
2,000万円、3,000万円

中小2/3
(一部3/4）
中堅1/2
(一部2/3）

最低賃金枠
（最低賃金引上げの影響を受け、その原資の確保が
困難な特に業況の厳しい事業者向け）

500万円、1,000万円、
1,500万円

中小3/4
中堅2/3

詳細はこちら

⚫ 公募・申込・問合せ

※「成長枠」又は「グリーン成長枠」に申請する事業者は、上乗せ枠である「卒業促
進枠」又は「大規模賃金引上促進枠」に追加で申請することが可能です。

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/
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省エネルギー設備への更新を促進するための補助金

⚫ 支援概要

令和４年度補正予算額

500億円
※国庫債務負担含め総額1,625億円

⚫ 支援対象

⚫ 詳細情報

4次公募〆切 令和５年11月2日（木）17時。
（（A）(B)（D）事業のみ。（C）事業は募集終了。）
（A）先進事業 TEL 03-5565-3840
（B）オーダーメイド型事業 TEL 03-5565-4463
（D）エネルギー需要最適化対策事業 TEL 03-5565-4463
（C）指定設備導入事業 ナビダイヤル TEL 0570-008-726

IP電話からのご連絡 TEL 042-204-1710

本事業は、工場・事業場における省エネ性能の高い設備・機器への
更新や複数事業者の連携、非化石エネルギーへの転換にも資する先
進的な省エネ設備・機器の導入を支援することで、「2030年度におけ
るエネルギー需給の見通し」の達成に寄与することを目的とします。企
業の複数年にわたる投資計画に対応する形で今後３年間で集中的
に支援し、特に中小企業の潜在的な投資需要を掘り起こします。

令和4年度補正予算省エネルギー投資
促進・需要構造転換支援事業
（A）(B)（D）

令和4年度補正予算省エネルギー投資
促進支援事業（C）(D) 【募集終了】

(A)先進事業
工場・事業場において大幅な省エネを実現できる先進的な設備の導入を
支援します。
➢補助率：中小企業2/3、大企業1/2
➢上限額：15億円（非化石転換設備の場合は20億円）

(B)オーダーメイド事業
個別設計が必要な特注設備等の導入を含む設備更新やプロセス改修等

を行う省エネ取組に対して支援を行います。
➢補助率：中小企業1/2、大企業1/3
※投資回収年数7年未満の事業は、中小企業1/3、大企業で1/4

➢上限額：15億円（非化石転換設備の場合は20億円）

(C)指定設備導入事業
省エネ性能の高いユーティリティ設備、生産設備等への更新を支援します。

➢補助率：1/3
➢上限額：1億円

(D)エネルギー需要最適化対策事業
エネマネ事業者等と共同で作成した計画に基づくEMS制御や高効率設備

の導入、運用改善を行うより効率的・効果的な省エネ取組について支援を
行います。
➢補助率：中小企業1/2, 大企業 1/3
➢上限額：1億円

⚫ 公募・申込・問合せ

全業種の法人及び個人事業主

※ 大企業については、「省エネ法Ｓクラス事業者又は
Ａクラス事業者」であること、又は中長期計画書に
ベンチマーク目標を達成する見込み及びその投資
計画等を記載していること。

詳細はこちら

詳細はこちら

https://sii.or.jp/shitei04r/overview2.html
https://sii.or.jp/senshin04r/overview4.html


DX（デジタルトランスフォーメーション）投資促進税制の見直し及び延長
（所得税、法人税、法人住民税、事業税）

⚫ 日本企業が、そのDX推進において課題となっているデジタル人材の育成・確保に取り組むとともに、成長性の
高い海外市場の獲得を含めた売上上昇につながる「攻め」のデジタル投資に踏み切ることを後押しするため、
要件を見直した上で、適用期限を2年間延長する。

認
定
要
件

① データ連携
（他の法人等が有するデータ又は事業者がセ
ンサー等を利用して新たに取得するデータと
内部データとを合わせて連携すること）

② クラウド技術の活用

③ 情報処理推進機構が審査する
「DX認定」の取得（レガシー回避・サイ
バーセキュリティ等の確保、デジタル人材
の育成・確保）

デジタ
ル
（D）
要件

企業変革
（X）
要件

① 全社レベルでの売上上昇が見込まれる

② 成長性の高い海外市場の獲得を図ること

③ 全社の意思決定に基づくもの
（取締役会等の決議文書添付等）

&

改正概要 【適用期限：令和6年度末まで】

※ 投資額下限：国内の売上高比0.1%以上

※ 投資額上限：300億円
（300億円を上回る投資は300億円まで）

※ 税額控除上限：「カーボンニュートラル投資促
進税制」と合わせて当期法人税額の20%まで

税
制
措
置
の
内
容

対象設備
税額
控除

特別
償却

• ソフトウェア
３％

• 繰延資産*1

• 器具備品*2 30%

５％*3

• 機械装置*2

*1 クラウドシステムへの移行に係る初期費用をいう

*2 ソフトウェア・繰延資産と連携して使用するものに限る

*3 グループ外の他法人ともデータ連携する場合

令和５年度税制改正
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①大きな脱炭素化効果を持つ製品
の生産設備導入

②生産工程等の脱炭素化と付加価値向上
を両立する設備導入

対象

○温室効果ガス削減効果が大きく、新たな需要の拡大に寄
与することが見込まれる製品の生産に専ら使用される設備
※対象設備は、機械装置。

＜措置内容＞

税額控除10％又は特別償却50％

＜製品イメージ＞

【化合物パワー半導体】 【燃料電池】

○事業所等の炭素生産性（付加価値額／エネルギー起源CO2
排出量）を相当程度向上させる計画に必要となる設備（※）
※導入により事業所の炭素生産性が１％以上向上。

※対象設備は、機械装置、器具備品、建物附属設備、構築物。

＜炭素生産性の相当程度の向上と措置内容＞
３年以内に10％以上向上：税額控除10％又は特別償却50％
３年以内に ７％以上向上：税額控除 ５％又は特別償却50％

＜計画イメージ＞
【外部電力からの調達】 【エネルギー管理設備】

新規導入
一部再エネへ切替え

【生産工程】

生産ライン① 生産ライン② 生産ライン③
生産設備 生産設備 生産設備刷新

制度概要 【適用期限：令和５年度末まで】

⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現には、民間企業による脱炭素化投資の加速が不可欠。

⚫ 産業競争力強化法の計画認定制度に基づき、①大きな脱炭素化効果を持つ製品の生産設備、②生産工
程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入に対して、最大10％の税額控除又は50％の特別
償却を新たに措置※する。
※措置対象となる投資額は、500億円まで。控除税額は、後述のDX投資促進税制と合計で法人税額の20%まで。

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制（所得税、法人税、法人住民税、事業税）

令和３年度税制改正
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地域未来投資促進税制の拡充及び延長（所得税、法人税、法人住民税、事業税）

令和５年度税制改正

⚫ 地域経済がエネルギー価格や原材料費の高騰等の厳しい経済状況に直面する中、引き続き、高い付加価値を
生み出す設備投資を促進する観点から、適用期限を２年間延長する。

⚫ 地域の「稼ぐ力」を強化すべく、特に高い付加価値（３億円以上）を創出し、地域内企業との取引や雇用
を通じて、より一層地域経済に波及効果を及ぼす事業について上乗せ支援の対象とする。

【適用期限：令和６年度末まで】改正概要

対象設備 特別償却 税額控除

機械装置・器具備品 40% 4%

上乗せ要件を満たす場合 50% 5%

建物・附属設備・構築物 20％ 2%

地域経済牽引事業計画（都道府県の承認）

都道府県・市町村が作成する基本計画への適合
① 地域の特性の活用 ② 高い付加価値の創出
③ 地域の事業者に対する経済的効果

課税の特例措置（国の確認）

① 先進性を有すること（特定非常災害で被災した区域を除く）

以下の通常類型又はサプライチェーン類型に該当すること
【通常類型】
・労働生産性の伸び率が４%以上又は投資収益率が５％以上
【サプライチェーン類型】
・海外への生産拠点の集中の程度が50％以上の製品製造
・事業を実施する都道府県内の取引額の増加率が５％以上等

課税の特例の内容・対象

税制適用の主な注意点
１.対象資産の取得価額の合計額のうち、本税制措置の対象となる金額は80億円

が限度となる。
２.税額控除は、その事業年度の法人税額等の20％相当額が限度となる。
３.対象資産を貸付けの用に供する場合や中古の対象資産の取得は、本税制措置の

対象とならない。
４.地域経済牽引事業計画の承認後であっても、主務大臣の確認前に対象設備を

取得等した場合には、本税制措置の対象とならない。

② 設備投資額が2,000万円以上
③ 設備投資額が前年度減価償却費の20％以上（※）
④対象事業の売上高伸び率がゼロを上回り、かつ、過去５年度

の対象事業に係る市場規模の伸び率より５％以上高いこと
⑤旧計画が終了しており、その労働生産性の伸び率４％以上か

つ投資収益率５％以上

※ 連結財務諸表を作成する親会社及び連結子会社については連結財務諸表に
おける減価償却費を用いる。

〈上乗せ支援の要件〉
現行の上乗せ要件⑥（ア）に新たな上乗せ要件⑥（イ）を追加し、支援対象を拡充

要件⑥（（ア）または（イ））と要件⑦を満たすこと
⑥（ア）直近事業年度の付加価値額増加率が８%以上
（イ）対象事業において創出される付加価値額が3億円以上、

かつ、事業を実施する企業の前年度と前々年度の平均付
加価値額が50億円以上

⑦ 労働生産性の伸び率４％以上かつ投資収益率５％以上
※ サプライチェーン類型・災害特例の事業は上乗せ要件の対象外。
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中小企業経営強化税制の拡充及び延長（所得税、法人税、法人住民税、事業税）

令和５年度税制改正
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⚫ 中小企業経営強化税制は、中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等経営強化法
による認定を受けた計画に基づく設備投資について、即時償却及び税額控除（１０％※）のいずれかの適
用を認める措置。 ※資本金3、000万円超の場合は７％

⚫ 物価高や新型コロナ禍等の中、中小企業の生産性向上やDXに資する投資を後押しするため、中小企業経
営強化税制の適用期限を2年間延長する。

改正概要 【適用期限：令和６年度末まで】

類型 要件 確認者 対象設備 その他要件

生産性向上設備
（A類型）

生産性が旧モデル比平均
1％以上向上する設備 工業会等 機械装置（160万円以上）

工具（30万円以上）
（A類型の場合、測定工具又は検査工具に限る）

器具備品（30万円以上）

建物附属設備（60万円以上）

ソフトウェア （70万円以）

（A類型の場合、設備の稼働状況等に係る情報収
集機能及び分析・指示機能を有するものに限る）

・生産等設備を構成するもの
※事務用器具備品・本店・

寄宿舎等に係る建物付属
設備、福利厚生施設に係
るものは該当しません。

・国内への投資であること
・中古資産・貸付資産
でないこと等

収益力強化設備
（B類型）

投資収益率が年平均5％以
上の投資計画に係る設備

経済
産業局デジタル化設備

（C類型）

可視化、遠隔操作、自動制御
化のいずれかに該当する設備

経営資源集約化設備
（D類型）

修正ROAまたは有形固定資
産回転率が一定割合以上の
投資計画に係る設備

※１ 発電用の機械装置、建物附属設備については、発電量のうち、販売を行うことが見込まれる電気の量が占める割合が２分の１を超える発電設備等を除きます。
また、発電設備等について税制措置を適用する場合は、経営力向上計画の認定申請時に報告書を提出する必要があります。

※２ 医療保健業を行う事業者が取得又は製作をする器具備品（医療機器に限る）、建物附属設備を除きます。
※３ソフトウェアについては、複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用ＯＳのうち一定のものなどは除きます。
※４ その管理のおおむね全部を他の者に委託する資産で、コインランドリー業又は暗号資産マイニング業（中小企業者等の主要な事業として行うものを除く。）の用

に供するものを除きます。

※赤字は令和5年度改正による変更点



中小企業投資促進税制の延長（所得税、法人税、法人住民税、事業税）

改正概要 【適用期限：令和６年度末まで】

対象者 ・中小企業者等（資本金額１億円以下の法人、農業協同組合、商店街振興組合等）
・従業員数１，０００人以下の個人事業主

対象業種

製造業、建設業、農業、林業、漁業、水産養殖業、鉱業、卸売業、道路貨物運送業、倉庫業、

港湾運送業、ガス業、小売業、料理店業その他の飲食店業（料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブその他これらに類する事業に
ついては生活衛生同業組合の組合員が行うものに限る。）、一般旅客自動車運送業、海洋運輸業及び沿海運輸業、内航船
舶貸渡業、旅行業、こん包業、郵便業、通信業、損害保険代理業及びサービス業（映画業以外の娯楽業を除く）、不動産
業、物品賃貸業
※性風俗関連特殊営業に該当するものは除く

対象設備

・機械及び装置【１台１６０万円以上】

・測定工具及び検査工具【１台１２０万以上、１台３０万円以上かつ複数合計１２０万円以上】

・一定のソフトウェア【一のソフトウェアが70万円以上、複数合計７０万円以上】
※複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用OSのうち一定のものなどは除く

・貨物自動車（車両総重量３.５トン以上）

・内航船舶（取得価格の７５％が対象）

措置内容

個人事業主
資本金３，０００万円以下の中小企業 ３０％特別償却 又は ７％税額控除

資本金３，０００万円超の中小企業 ３０％特別償却

※赤字は令和5年度改正による変更点

※①中古品、②貸付の用に供する設備、③匿名組合契約等の目的である事業の用に供する設備、④その管理のおおむね全部を他の者に
委託する機械装置で、コインランドリー業（その中小企業者等の主要な事業であるものを除く。）の用に供すものは対象外

※総トン数500トン以上の内航船舶については、船舶の環境への負荷の状況等に係る国土交通省への届出が必要

令和５年度税制改正
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⚫ 中小企業投資促進税制は、中小企業における生産性向上等を図るため、一定の設備投資を行った場合に、
税額控除（７％※）又は特別償却（30％）の適用を認める措置。

※税額控除は資本金3、000万円以下の中小企業者等に限る

⚫ 物価高・新型コロナ禍等の中、設備投資に取り組む中小企業を支援するため、適用期限を2年間延長する。



改正概要 【適用期限：令和6年度末まで】

国
（基本方針の策定）

市町村
（導入促進基本計画の策定）

協議 同意

特例措置の
対象企業

市町村から先端設備等導入計画の認定を受け、かつ、資本金1億円以下等の税制上の要件を
満たす中小企業

計画認定
要件

３～5年の計画期間における労働生産性が年平均３％以上向上する等、基本方針や市町村の
導入促進基本計画に沿ったものであること

対象設備等

特例措置

固定資産税（通常、評価額の1.4％）
・計画中に賃上げ表明に関する記載なし：３年間、課税標準を１／２に軽減
・計画中に賃上げ表明に関する記載あり：以下の期間、課税標準を１／３に軽減

①令和6年3月末までに設備取得：5年間
②令和7年3月末までに設備取得：4年間

適用期限 2年間（令和7年3月31日までに取得したもの）

＜全体のスキーム＞

設備の種類 最低価額要件 投資利益率要件

①機械及び装置 １６０万円以上 投資利益率が年率5％
以上の投資計画に記
載された設備
（認定経営革新等支
援機関が確認）

②測定工具及び
検査工具

３０万円以上

③器具備品 ３０万円以上

④建物附属設備 ６０万円以上

令和５年度税制改正
生産性向上や賃上げに資する中小企業の設備投資に関する固定資産税の
特例措置の新設 （固定資産税）

⚫ 赤字企業を含めた中小企業の前向きな投資や賃上げを後押しするため、赤字黒字を問わず設備投資に
伴う負担を軽減する固定資産税の特例措置を新設。

18

申請 認定

中小企業

（先端設備等導入計画の策定）
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ディープテック・スタートアップ支援事業 1,000億円

ディープテック・スタートアップ等

⚫ 支援対象

ディープテック・スタートアップは、その技術の確立迄の研究開発に
長期かつ大規模な資金を要するため、技術の事業化迄に長期間
を要し、大きなリスクを抱えるといった課題に直面しています。こうし
たディープテック・スタートアップを大胆に支援するため、国立研究開
発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による
ハンズオン支援を強化するとともに、以下の取組を行います。

⚫ 支援概要

国 スタートアップ

補助

（2/3等）

令和４年度補正予算額

①実用化研究開発支援
試作品の開発、国内外の他事業者等との共同研究開発、海外技術実

証、研究開発の成果を活用したF/S調査、初期の生産設備導入を含む
生産技術開発等を支援。

②量産化実証支援
量産化に向けた研究開発や生産設備・検査設備等の設計・製作等に

係る費用及びこれらの設備等を設置する建屋の設計・工事費用等を支援。

③SBIR指定補助金等事業
政府の課題を元に研究開発テーマを設定し、事業化・成長可能性の高

い技術を実現可能性調査から段階的に選抜し、連続的に研究開発事業
を支援。

NEDO

補助

（基金造成）

⚫ 公募・申込・問合せ

⚫ 2023年3月末から公募開始

〔1〕 STSフェーズ（実用化研究開発（前期））
助成金の額：3億円以内または5億円以内／事業期間
事業期間：1.5～2年程度（ただし同一フェーズ内で最長4年）
助成率：2／3以下

〔2〕 PCAフェーズ（実用化研究開発（後期））
助成金の額：5億円以内または10億円以内／事業期間
事業期間：1.5～2年程度（ただし同一フェーズ内で最長4年）
助成率：2／3以下

〔3〕DMPフェーズ（量産化実証）
助成金の額：25億円以内／事業期間
事業期間：1.5～2年程度（ただし同一フェーズ内で最長4年）
助成率：2／3以下

⚫ 公募は通年で実施し、年4回程度、提案受付期間及び
審査の実施を予定。

（第2回提案受付期間 2023年8/21(月）～8/31（木）正午）

「ディープテック・スタートアップ支援基金／
ディープテック・スタートアップ支援事業」に
係る第２回公募について

詳細はこちら

⚫ 詳細情報

https://www.nedo.go.jp/koubo/CA2_100419.html


中小企業技術基盤強化税制の拡充及び延長（所得税、法人税、法人住民税）

控除率

【適用期限（時限措置）：令和7年度末まで】改正概要

時限措置

恒久措置

控除上限

法人税額
の10％

(時限措置)

売上高試験研究
費割合が10％超
の場合の控除上

限上乗せ
➡３年間延長

or

増減試験研究費割合
が9.4％超の場合の控
除上限の上乗せ
➡12％超の場合に
見直した上で
３年間延長

法人税額
の25％

(恒久措置)

恒久措置の控除上限

（増減試験研究費割合）

約24%増加 約25%増加9.4%増加 12%増加

傾き0.35

傾き0.375

現行制度

改正案

12％

17％（控除率）

オープンイノベーション型におけるスタートアップの定義の見直し・高度・外部研究人材の活用を促す措置の創設、試験研究費の範
囲の見直し（サービス開発の対象の拡大、性能向上を目的としないデザインの設計・試作は対象外）

その他の見直し

20

令和５年度税制改正

⚫ 中小企業の積極的な研究開発を促進する観点から、増減試験研究費割合に応じた控除率・控除上限の
上乗せ措置を一部見直した上で、時限措置の3年間の延長を行う（コロナ特例については期限通りに廃止）。

⚫ また、スタートアップとの共同研究や高度人材等の活用を促進するため、オープンイノベーション型の見直しや、
デジタル化への対応やより質の高い試験研究を後押しする観点から、試験研究費の範囲を見直す。



ものづくり補助金総合サイト
・公募要領
・スケジュール
・電子申請
・採択結果
・補助事業の手引き
・成果事例のご紹介
・データポータル
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ものづくり補助金・グローバル市場開拓枠

⚫ 支援概要

令和４年度補正予算額

革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス等の改善に必要な設備投資
等を支援します。また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンテ
ィブを強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化しま
す。

（生産性革命推進事業）

2,000億円の内数

※国庫債務負担含め総額4,000億円の内数

中小企業、小規模事業者等

⚫ 支援対象

⚫ 1６次〆切り：令和5年11月7日(火) 17時
⚫ 令和4年度補正～令和6年度にかけて、

切れ目なく実施
⚫ ものづくり補助金事務局サポートセンター

TEL 050-8880-4053
受付時間 10:00～17:00（土日祝日除く）

⚫ 詳細情報

詳細はこちら

申請類型 補助上限
※従業員規模により異なる

補助率

グローバル市場開拓枠
海外事業の拡大等を目的とした設備投
資等を支援。海外市場開拓（JAPAN
ブランド）類型では、海外展開に係るブラ
ンディング・プロモーション等に係る経費も
支援。

3,000万円

1/2

小規模事業者
の場合

2/3

【大幅賃上げに係る補助上限額引上の特例】
補助事業終了後、3～5年で大幅な賃上げに取り組む事業者に対し、上記枠の補助上限を
100～1,000万円、更に上乗せ。（回復型賃上げ・雇用拡大枠などは除く）

⚫ 公募・申込・問合せ

https://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://portal.monodukuri-hojo.jp/
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新輸出大国コンソーシアム（ジェトロ）

海外展開にご関心がある中堅・中小企業等

⚫ 支援対象

⚫ ジェトロ新輸出大国コンソーシアム事務局
TEL：03-3582-8333
受付時間：9:00～17:00（土日、祝祭日を除く）

⚫ 支援概要

新輸出大国コンソーシアム（ジェトロホーム
ページ）

「新輸出大国コンソーシアム」は、商工会議所、商工会、地方自
治体、金融機関、ジェトロなどの支援機関が幅広く結集し、海外
展開を図る中堅・中小企業等に対して、総合的な支援を行う枠
組みです。ジェトロ（独立行政法人日本貿易振興機構）は、
同コンソーシアムの事務局機能を担っています。

１．コンシェルジュが最適な支援メニューをご案内します
貴社にとって最適な支援メニューや支援機関を案内します。どんな小さな

不安や疑問にも丁寧に対応します。

２．海外展開フェーズに即したハンズオン支援
各国・地域事情、実務に精通した専門家が、継続的な企業訪問・商

談同席・海外出張同行を通じて、海外展開戦略策定段階から、事業計
画策定、実行段階まで、企業様の状況に応じて一貫して支援します。
※ 支援にあたっては審査があります。
※ 2022年度 ハンズオン支援は募集を終了しました。

３．個別課題を解決するスポット支援
貿易実務、越境ECを使ったオンラインビジネス、法務や税務・会計、基

準認証など海外展開で欠かせないテーマについて専門家が随時支援しま
す。
※ こちらについては審査がございません。

⚫ 詳細情報

⚫ 公募・申込・問合せ

詳細はこちら

https://www.jetro.go.jp/consortium/
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海外展開ハンズオン支援（中小企業基盤整備機構）

海外展開を検討・実施している中小企業・小規模事業者

⚫ 支援対象

独立行政法人中小企業基盤整備機構
・本部（関東地域）
・地域本部（関東地域以外）

WEBフォーム、メール又はFAXにてお申し込み
ください。

⚫ 支援概要

海外展開支援（中小企業基盤整備機構
ホームページ）

海外ビジネスの課題やお悩みを解決するため、豊富な実務経験、
ノウハウを持つ専門家がご相談に応じます。

ポイント１ 「貴社だけの海外展開のアクション」を一緒に考えます
ポイント２ １社１社のご要望に合わせた情報を提供します
ポイント３ 相談は何度でも受けられ、無料です

こんな場面でのお悩みに対応可能です。

⚫はじめての海外展開
⚫戦略策定、計画策定
⚫販路開拓、マーケティング、海外展示会への出展
⚫契約（売買・技術提携）
⚫貿易実務
⚫法規制（輸出入・投資・環境）
⚫現地法人設立・運営
⚫税務・会計・財務・労務
⚫知財保護、知財活用
⚫移転、撤退 等

⚫ 詳細情報

⚫ 公募・申込・問合せ

詳細はこちら

詳細はこちら

https://www.smrj.go.jp/sme/overseas/consulting/advice/index.html
https://www.smrj.go.jp/sme/overseas/consulting/advice/index.html


「はじめて輸出」を応援します。※

輸出に対するあらゆる質問に対応、国内取引での輸出から海外
バイヤーとの商談まで貴社のビジネスチャンスをサポートします。
輸出に関する簡単な質問から、具体的な相談まで何でもお任せ
ください！

新たに輸出に乗り出すみなさまを後押しする支援策をご提案しま
す。
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新規輸出1万者支援プログラム（ジェトロ）

輸出に取り組みたい中堅・中小企業等

⚫ 支援対象

⚫ ジェトロ 新規輸出1万者支援事務局
TEL：03-3582-4937   03-3582-4938 

03-3582-4939   03-3582-4940
受付時間：9時～12時/13時～17時（土日、祝祭

日、年末年始除く）

※まずはプログラムにご登録ください。ご登録は無料です。

⚫ 支援概要

新規輸出1万者支援プログラム（ジェトロ
ホームページ）⚫ 専門家による伴走型支援

⚫ 輸出向け商品の開発
⚫ ブランディング・プロモーション
⚫ ECサイトを活用した販路開拓
⚫ 輸出商社とのマッチング など

⚫ 詳細情報

⚫ 公募・申込・問合せ

※輸出経験があっても支援の対象になります

＜たとえば、こんなお悩みありませんか＞
• 海外との取引は全く経験がないんですが… 
• 昔少し試してみたことはあるけど… 
• 海外のたくさんの方に自社製品を知ってほしい！
• 欧州にも輸出してみたい
• 〇〇は輸出しているけど、新たに□□も輸出してみたい
• 現地バイヤーとの交渉に自信がありません
• ブランディングやプロモーションの方法は？
• 容器サイズやラベルデザインにルールはありますか？
• 現地の売れ筋商品は？価格設定は？

詳細はこちら

https://www.jetro.go.jp/ichiman-export.html
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法人税法における中小企業の定義

補助金等における中小企業等の定義（例）

参考情報
※支援策によって、中小企業や中堅企業等の範囲が異なる場合があります。詳細は公募要領等をご確認ください。

業種

中小企業者
（以下のいずれかを満たすこと）

小規模企業者

資本金の額又は
出資の総額

常時使用する
従業員の数

常時使用する従
業員の数

①製造業、建設業、運輸業、その他の業種（下記以外） 3億円以下 300人以下

20人以下ゴム製品製造業（自動車又は航空機用タイヤ及び
チューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。）

3億円以下 900人以下

②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下

③サービス業（下記3業種を除く） 5千万円以下 100人以下

5人以下ソフトウェア業及び情報処理サービス業 3億円以下 300人以下

旅館業 5千万円以下 200人以下

④小売業 5千万円以下 50人以下 5人以下

普通法人（資本金の額等が5億円以上である法人等との間にその法人等による完全支配関係があるもの等を除く。）のうち各事業
年度終了の時において資本金の額等が1億円以下であるもの又は資本等を有しないもの。

◆ただし、以下に定める「みなし大企業」については、中小企業者として扱わない。
・発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が同一の大企業（外国法人含む）の所有に属している法人
・発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が複数の大企業（外国法人含む）の所有に属している法人
・大企業（外国法人含む）の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている法人
※直接的、間接的に所有されているかどうかを問わず、条件に合致する場合には「みなし大企業」に該当するものとする。

補助金等における中堅企業の定義（例）

中小企業者以外のもののうち、会社法第2条第1号に規定する会社であって、申込日において確定済の直近決算の売上高が1,000
億円未満もしくは常用雇用者1,000人未満の者 ※新輸出大国コンソーシアム

中小企業者以外で、資本金の額又は出資の総額が10億円未満、かつ、「みなし大企業」に該当しない法人 ※事業再構築補助金

ミラサポplus

ミラサポplusはこちら

中小企業支援策をご案内する
総合支援サイトです。

jGrants
（ジェイグランツ）

デジタル庁が運営する補助金
の電子申請システムです。
jGrantsを使って申請できる各
種補助金を閲覧・検索すること
が可能です。

jGrantsはこちら

https://mirasapo-plus.go.jp/
https://www.jgrants-portal.go.jp/
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